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1. 序論 
 日本は複数の海洋及び大陸プレートの境界上に位置することから、世界有数の地震大国であ
る。2011年に発生した東日本大震災、2016年に発生した熊本地震などの大規模地震が近年日
本を襲い甚大な被害をもたらした。地震による被害を最小限に食い止める為には事前の対策が必
要不可欠であり、地震予測の実現は重要な課題である。地震予測は時間区分の違いから「長期的
予測」と「短期的予測」に大別される。「長期的予測」は数年或いは数十年以内に地震が発生する
可能性を予測するものであり、地震発生時期の具体性に欠ける。一方「短期的予測」は数日単位
レベルでの予測となる為、地震に対する危機管理意識が高まり事前の対策に対して有効かつ重要
であると考える。 
短期的予測として電磁気学的現象と地震発生の関連性について数多くの結果が報告されてい
る(1)。電磁気学的現象を間接的に観測した例として、VLF帯と VHF帯における電波観測の報告
がある。VLF帯における報告では、VLF帯の電磁波が電離層と大地を反射しながら伝搬する性
質から電離層下部の擾乱を捉え、地震との関連付けを行っている(2)(3)。一方 VHF帯における報
告では、見通し外 VHF帯放送波の電波伝搬を捉える事で地震との関連付けを行っている(4)。ま
た著者らは見通し内 VHF帯放送波を観測し、その受信電力から統計的処理に基づいて伝搬異
常と地震の関連性について検証を行っている(5)(6)(7)。 
本稿では解析期間内の見通し内 VHF帯放送波における平均受信電力を基準値とし、実測値
と基準値間の差を積分することで伝搬異常を検出、地震との関連付けを行った。従来法である３σ
法(7)やウェーブレット変換を用いた解析(8)では過去数年間の観測データを基に伝搬異常判定に要
する閾値を算出していた。しかし、本稿の積分解析では解析日直前の数日間における観測データ
を基に閾値を算出している。これにより、年及び月毎の受信電力変動による影響を考慮できるほ
か、観測開始から短期間での解析を可能とした。 
また地震以外に伝搬異常を引き起こす気象現象に着目した。過去に見通し内 VHF帯放送波
の伝搬異常発生要因として大気屈折率の変化(ラジオダクト)に着目したものや、地表面における平
均風速値を考慮した伝搬異常と地震の関連性についての結果が報告されている(9)(10)。しかし、ラ
ジオダクトと伝搬異常及び風速と伝搬異常の関連性について定量的な検証が行われていない。そ
こで著者らは様々な気象現象(ラジオダクト及び風速)と伝搬異常の関連性について定量的に評価
を行った。また伝搬異常と地震の関連性を示す評価方法に関して、過去に適中率と予知率及びそ
れらの相乗平均、確率利得を用いた報告(10)、Molchan’s Error Diagramを用いた報告（11）がさ
れている。したがって様々な気象現象を考慮した上で、これらの評価方法を適応し、伝搬異常と地
震の関連性について考察を行った。 
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2. 電波観測システム 
本稿で扱う観測データは、各地の電波塔から送信される様々な VHF帯放送波の一部である。
現在、群馬大学桐生キャンパス及び荒牧キャンパス、東海大学清水キャンパスの屋上に設置した
アンテナにより、VHF帯放送波の受信電力を 24時間体制で計測している(※荒牧キャンパス及
び清水キャンパスで使用している観測システムは、学部 4年次に製作したものを使用)。群馬大学
桐生キャンパス及び荒牧キャンパスで観測している VHF帯放送波の一覧表を以下の表 2.1に示
す。 
表 2.1 観測している VHF帯放送波の一覧表 
(a) 群馬大学桐生キャンパスで観測している VHF帯放送波 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
送信点 放送波　(Frequency)
放送大学　(77.1MHz)
FM 東京　(80.0MHz)
Inter FM 897　(89.7MHz)
Jwave　(81.3MHz)
NHK FM 東京　(82.5MHz)
Bay FM　(78.0MHz)
NHK FM 千葉　(80.7MHz)
平野原 (埼玉県) NHK FM 埼玉 (1)　(85.1MHz)
NACK5 (1)　(77.5MHz)
NHK FM 埼玉 (2)　(83.5MHz)
飯盛峠 (埼玉県) NACK5 (2)　(79.5MHz)
長野 FM　(79.7MHz)
NHK FM 長野　(84.0MHz)
燕山 (茨城県) NHK FM 茨城　(83.2MHz)
FM 熊本　(77.4MHz)
広島 FM　(78.2MHz)
FM 大阪　(80.2MHz)
FM 北海道　(80.4MHz)
FM 秋田　(82.8MHz)
FM 沖縄 (1)　(87.3MHz)
NHK FM 松山　(87.7MHz)
FM 上海　(87.9MHz)
FM 沖縄 (2)　(89.1MHz)
NHK FM 北海道　(89.1MHz)
南京　(89.7MHz)
東京タワー
東京スカイツリー
三山 (千葉県)
美の山公園 (埼玉県)
美々原 (長野県)
遠方
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(b) 群馬大学荒牧キャンパスで観測している VHF帯放送波 
 
 
 
 
 
 
 
また VHF帯放送波の受信電力を計測している観測システムについて、その概略図を群馬大学
桐生キャンパス及び荒牧キャンパス、東海大学清水キャンパスの観測システムを例に以下の図
2.1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 群馬大学桐生キャンパスにおける観測システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 群馬大学荒牧キャンパス及び東海大学清水キャンパスにおける観測システム 
図 2.1 観測システムの概略図 
送信点 放送波　(Frequency)
放送大学　(77.1MHz)
FM 東京　(80.0MHz)
Inter FM 897　(89.7MHz)
Jwave　(81.3MHz)
NHK FM 東京　(82.5MHz)
東京タワー
東京スカイツリー
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群馬大学荒牧キャンパス及び東海大学清水キャンパスで使用する観測システムは、桐生キャン
パスで稼動している制御用 PCの代わりに Raspberry Pi(小型 PC)を用いる。これにより、観測地
点ごとの管理が可能となる。さらに、使用するスペクトラムアナライザの価格が 1/10程度であること
から、大幅なコスト削減に繋がり、今後の観測地点拡大に対し有益である。 
また、各地に存在する電波塔から送信される様々な VHF帯放送波を、キャンパス屋上にて設
置したアンテナにより受信している(各送信点及び受信点の位置関係を以下の図 2.2に示す)。そ
こでスペクトラムアナライザを用いることで、受信した電波の受信電力[dBm]を計測している。計測
した受信電力データは本研究室サーバに蓄積される他、ホームページへのアップロードを行って
いる。そのため、本研究室のホームページ(12)にて観測データの閲覧が可能である(実際にアップロ
ードしている画像を以下の図 2.3に示す)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2 VHF帯放送波の送受信点 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3 観測システムにおける観測波形 
観測データ：82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
観測期間：2017/04/23 00:00 ～ 2017/04/24 12:00 
※赤線：観測データ ,緑線：𝜇 ± 3𝜎線(𝜇：平均値, 𝜎：標準偏差) , 青線：風速データ 
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3. 解析方法 
 本稿で扱う放送波は、2章の表 2.2で記載した VHF帯放送波一覧の中から、東京スカイツリー
を送信点とするNHK FM 東京(82.5MHz)とした。また受信点は群馬大学桐生キャンパスとした。
送受信点の位置関係はどちらも見通し内である為、本稿で解析対象とする放送波は見通し内
VHF帯放送波である。 
 3章では本稿で扱う放送波の性質を考慮し、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連
性について検証を行うための解析方法について記述する。 
 
3.1. 停波除去 
 本稿で扱う見通し内 VHF帯放送波は、送信局の不具合及び点検等により放送を一時的に休止
することがある。その際、観測される受信電力は-100[dBm]程度まで落ち込み(図 3.1参照)、その
ような観測波形を停波と呼んでいる。停波を含む観測データを用いることで、予期せぬ解析結果が
生じる場合がある。そこで、事前に停波を取り除き解析を行うこととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 停波を含む観測データ 
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3.2. 観測データの規格化 
 本稿で扱う見通し内 VHF帯放送波の受信電力は、昼夜でその分散性が異なる(図 3.2参照)。
そこで、本稿で扱うNHK FM 東京(82.5MHz)の全解析期間(2012/04/24～2017/04/23)の受信
電力データを元に 1日を 5分刻みに分割した後、各時間帯における平均値及び標準偏差を算出
し、式(3.1)により規格化を行うこととした。これにより、昼夜の異なる分散性による受信電力への影
響を取り除くことが可能となる。 
𝐴n =
𝑎n − 𝜇
𝜎
 (3.1) 
 (n = 1,2,・・・,総データ数) 
𝐴n：規格化後の n番目の観測データ , 𝑎n：規格化前の n番目の観測データ[dBm] 
𝜇：5分刻みにおける観測データの平均値 , σ：5分刻みにおける観測データの標準偏差 
 
例として図 3.2(a)にNHK FM 東京(82.5MHz)の規格化前の観測データを、図 3.2(b)に規格
化後の観測データを示した。また本稿の解析では、規格化後の観測データを用いて電波伝搬異
常を検出し、地震との関連性解析を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 規格化前の観測データ 
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(b) 規格化後の観測データ 
図 3.2 規格化における観測データ 
 
3.3. 伝搬異常判定方法 
本稿で扱う見通し内 VHF帯放送波の観測データから、伝搬異常を判定する方法について記
述する。積分法を用いて以下の手順に従い伝搬異常判定を行うこととする（以後、停波除去及び
規格化を行った観測データを解析データと呼ぶ）。 
 
手順(1). 解析データの最初から、面積値を算出する範囲(積分区間)を指定し、その範囲内の 
面積値を台形公式により算出(図 3.3(a)参照)。 
手順(2). 面積値を算出する範囲(積分区間)を 1データずらし、手順(1)同様台形公式により 
      その範囲内の面積値を算出(図 3.3(b)参照)。 
      ※規格化値“0”を基準に面積値を正と負に区別し、算出を行う※1 
手順(3). 手順(2)を解析データの終端まで繰り返し行う。 
手順(4). 手順(3)までで算出した面積値が予め定めた閾値※1を超えた場合、その面積値を 
      “異常値”と定義する(図 3.4参照)。 
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(a) 積分法 1(積分区間：30分) 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 積分法 2(積分区間：30分) 
図 3.3 積分法概要図 
 
 
 
 
 
 
図 3.4 異常値導出方法 
 
手順(5). 複数の“異常値”が存在する場合、その間隔がいずれも 5分以内であれば、それら全て 
      を“連続な異常”とみなす。また、伝搬異常を判定する為のパラメータとして伝搬異常継続
時間を導入し、“連続な異常”の時間長が伝搬異常継続時間を超えるものを“伝搬異常”と
定義する (図 3.5参照)。(※本稿では伝搬異常継続時間を 60[min]とした。) 
 
 
 
 
 
 
図 3.5 伝搬異常判定方法 
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※1 面積値の正負と閾値算出方法 
 手順(4)の閾値決めに関して、手順(1)から手順(3)で算出した面積値の変動が全解析期間を通し
て一定であると仮定する。この場合、全解析期間において同一の閾値から異常値を抽出すること
が可能である。一方、面積値の変動が年及び月毎に異なる場合、全解析期間において同一の閾
値から異常値を抽出すると、年及び月毎の異常値抽出頻度に差が生じる可能性がある。そこで、
算出した面積値の年及び月別変動について検証を行う。以下で“正の面積値”の年及び月別変動
を図 3.6(a)に、“負の面積値”の年及び月別変動を図 3.6(b)に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) “正の面積値”の年及び月別変動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) “負の面積値”の年及び月別変動 
図 3.6 面積値の年及び月別変動 
 
図 3.6の結果から、全解析期間において面積値は冬季に大きく、夏季に小さくなる傾向に
ある。通常、VHF帯電波伝搬は冬季穏やかであり、夏季は活発となる傾向にある。ゆえに上
記の結果を踏まえると、冬季は平均受信電力よりも比較的高い受信電力が安定して観測さ
Year 
Year 
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れ、夏季は受信電力の分散性が高いものの平均受信電力よりも比較的低い受信電力が観測
される傾向にあると考える。また図 3.6(a)の結果から 2012年の面積値は他の年と比較して全
体的に大きい傾向にあることが読み取れる。したがって、上記のような年及び月毎の影響を考
慮する為、解析対象日前 x日間(x:任意)の平均面積値から閾値の選定を行う(図 3.7参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 閾値選定方法(正の面積値) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 閾値選定方法(負の面積値) 
図 3.7 閾値選定方法 
 
図 3.7 より、解析対象日前 x日間(x:任意)の平均面積値から算出した閾値 a と閾値 b(任
意)の和を最終的な閾値とし、年及び月毎の影響を考慮した上で異常値の抽出を行う。 
※以後、解析対象日前 x日間を閾値選定日数 x[days]とする。 
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4. 気象現象と伝搬異常 
本稿で扱う見通し内 VHF帯放送波は大気の影響を受けやすい。ゆえに、気象現象(ラジオダク
ト、強風)の考慮をした後、伝搬異常と地震の関連性解析を行う必要があると考える。そこで 4章で
は気象現象と伝搬異常の関連性について記述する。 
 
4.1. ラジオダクト 
 ラジオダクト（以下「ダクト」とする）と伝搬異常の関連性を検証するため、ダクトの概要について記
述する（13）。 
 通常、大気屈折率 nの値は 1.003程度で、その変化は10−5から10−6のオーダであり非常に小
さい。そこで、大気屈折率の変化を表すために屈折指数 N[NU]が用いられる(式(4.1))。 
𝑁 = (𝑛 − 1) ∗ 106 (4.1) 
また、屈折指数 Nは大気の温度、気圧、水蒸気圧の関数として式(4.2)で与えられる。 
𝑁 =
77.6
𝑇
(𝑃 +
4810 ∗ 𝑃w
𝑇
) (4.2) 
 (※T：気温[K] , P：気圧[hPa] , Pw：水蒸気圧[hPa]) 
 さらに中緯度地域では平均的な屈折指数Nを地上高の関数として式(4.3)で与えられる。 
𝑁(ℎ) = 315exp(−0.136 ∗ ℎ) (4.3) 
 (※h：海抜高度[m]) 
 式(4.3)より、屈折指数 Nは高度の増加とともに減少するが、この減少率は通常夏季に大きく冬
季に小さくなる。また、地球半径と地上高を考慮に入れた大気屈折率を修正屈折率m と呼び、式
(4.4)で与えられる。 
𝑚 ≡ 𝑛 +
ℎ
𝑎
 (4.4) 
 (※a：地球半径[km] , h：海抜高度[km]) 
 式(4.4)より、大気屈折率 nを修正大気屈折率mに置き換えることで、球面成層大気を平面成
層大気として扱うことが可能となる。さらに、大気屈折指数 Nに地表面の曲率を加味した指標を修
正屈折指数M といい、式(4.5)で与えられる。 
𝑀 ≡ (𝑚 − 1) ∗ 106 = 𝑁 +
ℎ
𝑎
∗ 106 (4.5) 
式(4.5)より算出した修正屈折指数Mの地上高 hによる分布を表した図をM曲線と呼び、標準
大気では右上がりの直線となる(図 4.1(a)参照)。ゆえに、標準大気において地表面に平行してい
る電波は修正屈折指数Mの大きい上方へ徐々に曲がり、やがては上空へ飛び去る(※実際、電
12 
 
波は地表面側に曲がって伝搬するが、その曲率が地表面よりも小さい為、地表面から徐々にと遠
ざかる)。一方、修正屈折指数Mが高度 hに対して負の向きを持つ層(逆転層)が存在する(非標
準大気)場合、その層内を伝搬する電波は下方に曲がる。ゆえに、修正屈折指数Mが正の傾きを
持つ下層で再び上方に曲がるか、大地反射により上下を挟まれたダクト内を伝わる伝搬形態となる
(図 4.1(b)参照)。したがって、図 4.1(b)のような大気の一部をダクトといい、ダクトの発生に伴い伝
搬形態は変化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 標準大気による伝搬形態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 非標準大気における伝搬形態 
図 4.1 M曲線と伝搬形態 
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 また、逆転層は標準大気と比べて、上層の大気が下層の大気よりも高温又は低湿になる場合に
生じる。以下に、上記のような大気状態を発生させる気象現象の具体例を示す(13)。 
 （1）. 移流現象 
    海岸線周辺において昼間の低温多湿の海風が高温低湿の陸上大気層下部へ流入する現
象。或いは、夜間の高温低湿の陸風が低温多湿の海上大気層上部へ流入する現象。 
（2）. 夜間冷却 
    夜間の晴天時に生じる大地の放射冷却により、地表面付近に温度の逆転層が生じる現象。 
（3）. 沈降現象 
    高気圧帯において乾燥した上層の空気が沈降し、地表付近の湿った空気の上に重なる現
象。 
 
4.2. ラジオダクトと伝搬異常 
 4章 1節より、ダクトの発生に伴い伝搬形態が変化することから、ダクトと伝搬異常の関連性につ
いて検証を行った。修正屈折指数Mの算出に要する気温 T[K]、気圧 P[hPa]、水蒸気圧
Pw[hPa]、高度 h[m]のデータは、気象庁が公開いている高層気象台(茨城県館野)の観測データ
を用いる(本稿で扱う見通し内 VHF帯放送波の伝搬路と高層気象台(館野)の位置関係を図 4.2
に示す)。また、検証で使用するダクトのパラメータについてM曲線を用いて記述する(図 4.3参
照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2 伝搬路と高層気象台(館野)の位置関係 
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図 4.3 M曲線 
 
 図 4.3 より、ダクト強度ΔM[MU]、逆転層厚Δh[m]をダクトのパラメータと定義する。さらに、ダク
ト強度ΔM[MU]と逆転層厚Δh[m]の積をダクト発生規模 s[m・MU]、逆転層中心高度 hc[m]も
同様にダクトのパラメータとして定義する。図 4.4では検証結果として、伝搬異常と関連のあるダク
ト及び関連の無いダクトの分布を図示した。また、検証で用いた条件を以下に示す。 
●検証期間 
・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 
 ※3章における閾値選定日数を 20[days]とした為、実際の検証期間は()内となる。 
●放送波 
・82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
●観測地点 
・高層気象台(館野) 
(北緯 36度 03分 27.3秒 , 東経 140度 07分 32.3秒) 
●ダクトパラメータ 
・逆転層中心高度 hc[m] ： 0[m]≦hc≦1000[m] 
・ダクト発生規模 s ： s≧10[m・MU] 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値 ： 6200 (警報分率 ： 約 40%) 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
※警報分率に関しては、6章にて記述。 
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図 4.4 ダクトと伝搬異常の関連性 1 
 
 図 4.4 より、伝搬異常と関連のあるダクト及び伝搬異常と関連の無いダクトを区別することは容易
ではない。そこで、伝搬異常を引き起こすダクトは強度、規模ともにある程度大きなものであると考
える。ゆえに図 4.4の結果に対し、ダクト強度ΔM≧10[MU]、ダクト発生規模 s≧700[m・MU]の
フィルタをかけ再度検証を行い、その結果を図 4.5に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5 ダクトと伝搬異常の関連性 2 
 
図 4.5 より伝搬異常と関連のあるダクトは、逆転層中心高度 hcに対してダクト強度ΔMが周期
的変化をすることが確認できる。そこで、図 4.5で図示した点線近傍に伝搬異常と関連のあるダク
トが分布していると仮定する。本稿で扱う解析では図 4.5で図示した点線(伝搬異常と関連のある
ダクトに着目した近似直線)から±x[MU]平行移動させた 2直線間の条件を含むダクトは伝搬異
常と関連があるとみなす(※xは任意だが、本稿では 2.0[MU]とした)。また伝搬異常と地震の関連
性解析において、ダクト由来の伝搬異常の除去を行うことで、地震由来の伝搬異常のみを扱うこと
① ② ③ 
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ができると考える。そこで、伝搬異常と関連のあるダクトが発生した場合、その発生時刻の前後 6
時間はダクトが発生しているとみなし(ダクトの観測頻度が 1日 2回である為)、その間の解析デー
タを解析対象外として除去を行う。さらに、図 4.5の近似直線式を以下に示す。 
 
●近似直線式 
①. ∆𝑀 = 0.099ℎc − 7.894   ℎc ≤ 350[m]           𝑅
2 = 0.978 
②. ∆𝑀 = 0.096ℎc − 22.567  350[m] < ℎc ≤ 650[m]  𝑅
2 = 0.990 
③. ∆𝑀 = 0.117ℎc − 67.207  ℎc > 650[m]           𝑅
2 = 0.995 
(※𝑅2：決定係数) 
 
4.3. 強風と伝搬異常 
通常、気温は高度の上昇に伴い低下し、大気屈折率も高度に対して減少する。しかし、強風発
生に伴い地表面付近と上空の大気が混ざり合うことで高度に対する気温、大気屈折率の変化が微
小になると考える。ゆえに、強風発生時には伝搬異常が生じにくいと仮定し、強風と伝搬異常の関
連性について検証を行った。 
風速値のデータは、気象庁が公開いている熊谷気象台の観測データを用いる(本稿で扱う見通
し内 VHF帯放送波の伝搬路と熊谷気象台の位置関係を図 4.6に示す)。また、各警報分率にお
いて風速値に対する異常値累積割合を表 4.1でまとめ、図 4.7で図示した。さらに、検証で用い
た条件を以下に示す。 
●検証期間 
・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 
 ※3章における閾値選定日数を 20[days]とした為、実際の検証期間は()内となる。 
●放送波 
・82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
●観測地点 
・熊谷気象台(埼玉県) 
(北緯 36度 09分 01秒 , 東経 139度 22分 50秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値 ： 2600(50%), 3100(40%), 3900(30%) 
5000(20%), 6900(10%), 9200(5%) 
  ※()内の数値は警報分率 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
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図 4.6 伝搬路と熊谷気象台の位置関係 
 
表 4.1 風速値に対する異常値の総数および累積割合 
(a) 警報分率 100%及び 5% ~ 20% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
データ数 累積割合 データ数 累積割合 データ数 累積割合 データ数 累積割合
1.0 495817 0.108 14126 0.137 28828 0.137 57617 0.139
2.0 1524221 0.439 43470 0.559 84835 0.540 162873 0.530
3.0 1142846 0.688 27066 0.822 55894 0.805 110579 0.796
4.0 654561 0.830 12638 0.944 25864 0.928 50103 0.917
5.0 353808 0.907 3520 0.979 8771 0.970 20661 0.966
6.0 201859 0.951 1410 0.992 4236 0.990 8732 0.987
7.0 117628 0.977 540 0.997 1267 0.996 3203 0.995
8.0 59332 0.990 62 0.998 525 0.998 1327 0.998
9.0 31150 0.997 199 1.000 285 1.000 556 1.000
10 10636 0.999 0 1.000 0 1.000 23 1.000
10 - 5319 1.000 0 1.000 37 1.000 98 1.000
風速値[m/s]
警報分率
1.0 0.05 0.10 0.20
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(b) 警報分率 30% ~ 50% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.7 風速値に対する異常値累積割合 
 
表 4.1 より、警報分率 50%以下において風速値 5.0[m/s]での累積割合が 95%を超えることか
ら、風速値 5.0[m/s]以上の風が発生している場合、伝搬異常がほとんど生じないと言える。 
よって強風発生に伴い伝搬異常が生じにくい期間に対して、伝搬異常と地震の関連性解析を
行うことは適切でないと考える。そこで、予め定めた風速閾値を超える風が観測された場合、その
時刻に対応する解析データを解析対象外として除去を行う。 
 
Alarm rate 
データ数 累積割合 データ数 累積割合 データ数 累積割合
1.0 85295 0.135 117421 0.134 141241 0.130
2.0 243634 0.519 333232 0.515 408266 0.506
3.0 163793 0.778 222600 0.769 279544 0.763
4.0 80508 0.905 112751 0.898 141667 0.893
5.0 34064 0.959 49396 0.954 62514 0.951
6.0 15063 0.983 22270 0.980 29427 0.978
7.0 6381 0.993 9752 0.991 13175 0.990
8.0 2802 0.997 3831 0.995 5292 0.995
9.0 1190 0.999 2609 0.998 3664 0.998
10 271 1.000 748 0.999 1030 0.999
10 - 305 1.000 683 1.000 892 1.000
風速値[m/s]
警報分率
0.30 0.40 0.50
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5. 地震データ 
伝搬異常と地震の関連性を評価する前に、どのような条件を含む地震が伝搬異常を引き起こす
かを考える必要がある。そこで見通し内 VHF帯放送波に影響を与える地震は、伝搬路近辺で発
生したもので、かつ規模が大きいものであるという仮定のもと解析対象とする地震の判定方法につ
いて記述する。 
 
5.1. 地震パラメータによる絞込み 
地震データに対して「マグニチュードM」、「電波伝搬路から震央までの距離 L[km]」及び「震源
までの深さ D[km]」の条件を設けることで、解析対象とする地震を限定する。 
また「電波伝搬路から震央までの距離 L[km]」に対する伝搬路及び解析対象とする地震の震源
域を図 5.1に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 電波伝搬路から震央までの距離に対する伝搬路及び解析対象とする地震の震源域 
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5.2. 気象現象による絞込み 
4章では、ある特定の条件を含むダクト及び強風の発生時刻に対応した解析データの除去につ
いて記述した。この処理により解析データには不連続(欠落)箇所が多く発生してしまう。3章 3節
の伝搬異常の定義から、そのような箇所では伝搬異常が生じにくい。本稿では、解析データの不
連続箇所での地震予測は困難であるとして、5章 1節で抽出した解析対象地震に対し、以下の手
順で更なる絞込みを行った。 
 
手順(1). 解析データの不連続(欠落)箇所において、そのデータ間隔が予め定めた時間長(データ
欠落時間)を超える欠落期間を求める(その期間での地震予測は困難であると仮定)。 
手順(2). 手順(1)で求めた期間の開始時刻から終了時刻に関連付け期間長𝑡perを加算した期間
内に発生した地震を解析対象外として除去する(図 5.2参照)。 
      ※関連付け期間長𝑡perに関しては、6章にて記述。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 気象現象による解析地震の絞込み 
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6. 評価方法 
本稿では伝搬異常と地震の関連性を統計的に評価するための評価値として、予知率
(Prediction rate)と適中率(Hit rate)及びそれらの相乗平均(Geometric mean of 
Prediction rate and Hit rate)、警報期間(Alarm period)、警報分率(Alarm rate)、確率
利得(Gain of probability)を使用する。 
 
6.1. 予知率と適中率及び相乗平均 
予知率とは「解析対象となる地震総数に対する伝搬異常により予知された地震数」の割合
で、式(6.1)で示される。 
予知率 =  
伝搬異常により予知された地震数
解析対象となる地震総数
 (6.1) 
適中率とは「解析期間中の総警報時間に対する地震と関連した総警報時間」の割合で、式
(6.2)で示される。 
適中率 =  
地震と関連した総警報時間
解析期間中の総警報時間
 (6.2) 
そして、予知率と適中率の相乗平均は式(6.3)で示される。 
予知率と適中率の相乗平均 =  √予知率 ×適中率 (6.3) 
ここで相乗平均を評価値として用いる理由について述べる。解析対象となる地震総数に対
し解析期間中の総警報期間が極めて短い場合を仮定する。この時、全ての警報期間内に地
震が発生していたとしても(=適中率:100%)予知できる地震数は極めて少ない為、予知率は低
い値を示す(図 6.1(a)参照)。 
逆に解析対象となる地震総数に対し解析期間中の総警報期間が極めて長い場合を仮定す
る。この時、解析期間内全てに警報が出ていれば発生した地震全てを当てることが可能である
(=予知率:100%)。しかし、地震と関連の無い警報期間が増加する為、適中率が極めて低い値
を示す(図 6.1(b)参照)。 
ゆえにどちらか一方の評価値が優れていたとしても、関連性の低い結果となる為、本稿では
互いの相乗平均をとり、それを評価値としている。 
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(a) 地震総数に対して警報時間が極めて短い場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 地震総数に対して開放期間が極めて長い場合 
図 6.1 予知率と適中率の相乗平均を用いる理由 
 
6.2. 警報期間と関連付け期間長𝒕𝐩𝐞𝐫 
警報期間(Alarm period)とは、3章で定義した伝搬異常の開始時刻から終了時刻に「関連
付け期間長𝑡per [days]」を加算した時間長のことである(図 6.2参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2 警報期間と関連付期間長 
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ここで、”+𝑡per”とは、伝搬異常の終了時刻後に加算する関連付け期間長のことであり、地
震発生前𝑡per[days]以内に発生した伝搬異常が”関連あり”と判定するために定義された時間
長である。一方、”−𝑡per”とは伝搬異常の開始時刻前に加算する関連付け期間長のことで
あり、地震発生後𝑡per[days]以内に発生した伝搬異常が”関連あり”と判定するために定義さ
れた時間長である。例として𝑡per = 1[days]とした場合、解析対象とする地震発生時刻の 1日
前から地震発生時刻までの間に発生した伝搬異常が地震と関連したとみなす。本稿では短期
地震予測を目的としている為、𝑡per = 1[days]から𝑡per = 2[days]及び𝑡per = −1[days]から
𝑡per = −2[days]として解析を行った。 
また警報分率とは「全解析時間に対する解析期間中の総警報時間」の割合で、式
(6.4)で示される。 
 
6.3. Molchan’s Error Diagram と確率利得 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3 Molchan’s Error Diagram 
 
Molchan’s Error Diagramは図 6.3のように「警報分率(Alarm rate)τに対する予知率
(Prediction rate)ν」として表される。一般的に予知率は警報分率と共に増加し、ランダムな予
測に対しては図 6.3の対角線で図示される。さらに、ランダムな予測による予知率と伝搬異常
に基づく予知率の比を確率利得 Gp(Gain of probability)と定義する。ここで各評価値に基
づいたMolchan’s Error Diagramにおける各線の導出方法について記述する。 
警報分率 =  
解析期間中の総警報時間
全解析時間
 (6.4) 
24 
 
(1).Random prediction(対角線) 
図 6.3 における対角線のことであり、ランダムな予測に対して描かれる線である。この線より
も上に存在する予測は、予想される地震の割合が警報割合よりも大きいことを示しており、ラン
ダムな予測より関連性が有ることを意味する。 
(2).Prediction based on anomalous propagation(赤線) 
図 6.3 における赤線のことであり、伝搬異常に基づいた予測に対して描かれる線である。ま
た伝搬異常を決定付ける閾値を変化させることで伝搬異常発生と判定される頻度を変え、そ
の時の警報分率及び予知率をプロットしたものである。 
(3).95% confidence(青線) 
図 6.3 における青線のことであり、信頼区間を表す線である。95%信頼区間とは 95%の信
頼度という基準である区間を推定した場合、同じ条件で標本抽出を繰り返した際、全真値の
95%が含まれる区間を表している。本稿では、伝搬異常と地震が無関係という仮定のもとで
95%の信頼度という基準で推定した区間外(残り 5%)に含まれる標本は確率統計において偶
然には起こりえないと判断する。よって図 6.3 の青線で示した 95%信頼区間を伝搬異常に基
づいた予測線(図 6.3 の赤線)が超えているものは伝搬異常と地震の関連性が極めて高い予
測であると評価できる。 
 
 また 95%信頼区間を導出する方法について述べる。解析期間中に地震が Neq 回発生し
たと仮定すると、警報時間中に発生する地震数は二項分布に従う。ゆえに解析期間中に地震
が Neq 回発生した場合の警報分率を τ とすると、警報時間中に n 回地震が発生する確率は
式(6.5)となる。Molchan’s Error Diagram では各警報分率に対して、Bin(n,τ)の二項分布
における確率式(6.5)を算出し、95%信頼区間を図示する。 
P(𝑛) = (
𝑁eq
𝑛
) 𝜏𝑛(1 − 𝜏)𝑁eq−𝑛 (6.5) 
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7. 解析結果 
本稿で解析対象とする見通し内 VHF帯放送波において、3章で記述した積分法を用いて伝
搬異常と地震の関連性解析を行った。解析条件として、「積分期間[hour]」、「閾値」、「閾値選定
日数[days]」、「伝搬異常継続時間[min]」を変数として設けることで伝搬異常を定義し、「マグニチ
ュードM」、「電波伝搬路から震央までの距離 L[km]」、「震源の深さ D[km]」の上限値或いは下
限値を設けることで解析対象とする地震を限定する。そして、Molchan’s Error Diagramにお
いて 95%信頼区間から最も離れた結果、ゆえに伝搬異常と地震の関連性が最も高い結果に
着目し、各評価値を用いて伝搬異常と地震の関連性について考察する。 
また上記検証後、高層気象台(館野)の「気温 T[K]」、「気圧 P[hPa]」、「水蒸気圧 Pw[hPa]」、
「高度 h[m]」データ及び、熊谷気象台の地表面平均風速データを使用してダクトと強風の判定を
行う。ここである特定の条件を含むダクト及び強風が発生した場合、その時刻帯近辺の解析データ
及び地震データを解析対象外として除去した後、伝搬異常と地震の関連性解析を行う(4章参
照)。そして上記同様、Molchan’s Error Diagram及び各評価値を用いて考察する。 
 
7.1. 気象現象による”考慮なし”での検証 
7章 1節では気象現象による影響を考慮しない場合における、伝搬異常と地震の関連性解析
について考察を行う。本稿の解析で用いた解析条件を以下に列記する。 
●解析期間 
・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 
 ※3章における閾値選定日数を 20[days]とした為、実際の解析期間は()内となる。 
●放送波 
・82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
●送受信点 
・送信点 ： 東京スカイツリー(北緯 35度 42分 36秒 , 東経 139度 48分 38秒) 
・受信点 ： 群馬大学桐生キャンパス(北緯 36度 25分 26秒 , 東経 139度 20分 57秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
●地震パラメータ： 
・マグニチュード ： 𝑀 ≥ 4.5 
・電波伝搬路から震央までの距離 ： 𝐿 ≤ 75[km] 
・震源までの深さ ： 𝐷 ≤ 75[km] 
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上記の条件をもとに 3章で記述した積分法を適用することで、伝搬異常と地震の関連性解析を
行った。また関連付け期間長𝑡per = −2から𝑡per = 2とした時の各評価値に基づいて導出した
Molchan’s Error Diagram を図 7.1で示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 𝑡per = 1,2における解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 𝑡per = −1,−2における解析結果 
図 7.1 気象現象の”考慮なし”によるMolchan’s Error Diagram 
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図 7.1 より関連付け期間長𝑡perが𝑡per < 0のとき、その解析結果はランダムな予測に等しい。一
方、𝑡per ≥ 0のとき、95%信頼区間を超える予測が存在する為、見通し内 VHF帯放送波において
地震発生の数日前に伝搬異常が生じやすいと考えられる。 
また図 7.1(a)より破線円内の予測が 95%信頼区間から最も離れており、伝搬異常と地震の関連
性が極めて高いと考えられる。そこで、𝑡per = 1及び𝑡per = 2において 95%信頼区間から最も離れ
た条件(伝搬異常と地震との関連性を最も強く示す条件)に対する解析結果を表 7.1に示す。 
 
表 7.1 伝搬異常と地震の関連性解析結果(気象現象の考慮なし) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
気象現象考慮
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 10742.9[hour] 17255.4[hour]
警報分率 0.251 0.4012
地震と関連した総警報時間 855.7[hour] 2123.7[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 20 29
予知率 0.444 0.644
適中率 0.0794 0.123
予知率と適中率の相乗平均 0.188 0.282
総解析日数
t all
確率利得
G p
1.77 1.61
地震総数
N eq
45
閾値
th
8000 8100
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
60[min]
20[days]
2.5[hour]
なし
NHK FM Tokyo (82.5MHz)
1792.2[days]
4.5
75[km]
75[km]
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表 7.1 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]の地震のうち約 44%を
𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはランダムに予測した場合と比較し
て 1.8倍程度よいと言える。また関連付け期間長を𝑡per = 2に伸ばしたことで予知率と適中率の増
加が確認できるが、同時に確率利得の減少も確認できた。これは警報分率の増加によるものであ
り、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常はその発生時刻から約 1日以内に発生した地震との関
連性が高いと推測できる。 
 
7.2. 気象現象による”考慮あり”での検証 
7章 2節では気象現象による影響を考慮した場合における、伝搬異常と地震の関連性解析に
ついて考察を行う。本稿の解析で用いた解析条件を以下に列記する。 
 
●解析期間 
・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 
 ※3章における閾値選定日数を 20[days]とした為、実際の解析期間は()内となる。 
●放送波 
・82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
●送受信点 
・送信点 ： 東京スカイツリー(北緯 35度 42分 36秒 , 東経 139度 48分 38秒) 
・受信点 ： 群馬大学桐生キャンパス(北緯 36度 25分 26秒 , 東経 139度 20分 57秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・データ欠落時間 ： 3.0[hour] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
●地震パラメータ： 
・マグニチュード𝑀 ： 𝑀 ≥ 4.5 
・電波伝搬路から震央までの距離𝐿 ： 𝐿 ≤ 75[km] 
・震源までの深さ𝐷 ： 𝐷 ≤ 75[km] 
●ダクトパラメータ 
・逆転層中心高度 hc[m] ： 0[m]≦hc≦1000[m] 
・ダクト発生規模 s ： s≧700[m・MU] 
・近似直線 ： ∆𝑀 ± 2.0[MU] 
●強風パラメータ： 
・強風閾値 ： 5.0[m/s] 
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上記の条件をもとに 3章で記述した積分法及び 4章で記述した気象現象の考慮を適用するこ
とで、伝搬異常と地震の関連性解析を行った。また関連付け期間長𝑡per = −1から𝑡per = 2とした
時の各評価値に基づいて導出したMolchan’s Error Diagramを図 7.2で示した(𝑡per = −2と
した場合、解析対象となる地震数が極端に減少した。ゆえにMolchan’s Error Diagramを
用いる評価は不適切であるとし、本稿では掲載しない)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 𝑡per = 1における解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 𝑡per = 2における解析結果 
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(c) 𝑡per = −1における解析結果 
図 7.2 気象現象の”考慮あり”によるMolchan’s Error Diagram 
 
図 7.2 より関連付け期間長𝑡perが𝑡per < 0のとき、その解析結果はランダムな予測に等しいか、
もしくはそれ以下の結果となった。一方、𝑡per ≥ 0のとき、95%信頼区間を超える予測が存在する
為、見通し内 VHF帯放送波において地震発生の数日前に伝搬異常が生じやすいと考えられる
（気象現象の考慮なしと同様の傾向）。 
また図 7.2(a),(b)より破線円内の予測が 95%信頼区間から最も離れており、伝搬異常と地震の
関連性が極めて高いと考えられる。そこで、𝑡per = 1及び𝑡per = 2において 95%信頼区間から最も
離れた条件(伝搬異常と地震との関連性を最も強く示す条件)に対する解析結果を表 7.2に示す。 
表 7.2 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]の地震のうち約 38%を
𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはランダムに予測した場合と比較し
て 2.8倍程度よいと言える。また関連付け期間長を𝑡per = 2に伸ばしたことで予知率と適中率の増
加が確認できるが、同時に確率利得の減少も確認できた。これは警報分率の増加によるものであ
り、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常はその発生時刻から約 1日以内に発生した地震との関
連性が高いと推測できる (気象現象の考慮に関わらず、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常は
その発生時刻から約 1日以内に発生した地震との関連性が高い)。 
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表 7.2 伝搬異常と地震の関連性解析結果(気象現象の考慮あり) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
気象現象考慮
積分区間
閾値選定日数
データ欠落時間
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 4922.1[hour] 10862.1[hour]
警報分率 0.137 0.3034
地震と関連した総警報時間 208.3[hour] 630.6[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 8 9
予知率 0.381 0.600
適中率 0.0423 0.058
予知率と適中率の相乗平均 0.127 0.187
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
3.0[hour]
NHK FM Tokyo (82.5MHz)
あり
2.5[hour]
閾値
th
11200 10100
20[days]
60[min]
4.5
75[km]
75[km]
総解析日数
t all
1491.7[days]
地震総数
N eq
確率利得
G p
2.77 1.98
21 15
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7.3. 気象現象の考慮有無による比較 
気象現象による影響考慮の有無に関わらず、VHF帯放送波の伝搬異常はその発生時刻から
約 1日以内に発生した地震との関連性が高いことが 7章の解析結果より分かる。ゆえに関連付け
期間長を𝑡per = 1とした時の解析結果について、気象現象による影響考慮の有無で比較し考察を
行う(図 7.3にて各々のMolchan’s Error Diagramを、表 7.3にて解析結果を示す)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 気象現象の”考慮なし”による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 気象現象の”考慮あり”による解析結果 
図 7.3 伝搬異常と地震の関連性解析結果(気象現象による影響考慮の有無による比較) 
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表 7.3 伝搬異常と地震の関連性解析結果(気象現象による影響考慮の有無による比較) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
気象現象考慮 なし あり
積分区間
閾値選定日数
データ欠落時間 3.0[hour]
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 10742.9[hour] 4922.1[hour]
警報分率 0.251 0.137
地震と関連した総警報時間 855.7[hour] 208.3[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 20 8
予知率 0.444 0.381
適中率 0.0794 0.0423
予知率と適中率の相乗平均 0.188 0.127
NHK FM Tokyo (82.5MHz)
2.5[hour]
閾値
th
8000 11200
20[days]
60[min]
4.5
75[km]
75[km]
確率利得
G p
1.77 2.77
1[days]
1792.2[days] 1491.7[days]
関連付け期間長
t per
総解析日数
t all
地震総数
N eq
45 21
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図 7.3 より気象現象による影響考慮を行った場合、より低い警報分率でMolchan’s Error 
Diagramにおける 95%信頼区間を超えることが読み取れる。 
また表 7.3 より気象現象による影響考慮を行った場合、考慮しない場合と比較して予知率と適
中率の相乗平均は減少したものの、確率利得の増加が確認できる。ゆえに気象現象による影響考
慮を行った場合、考慮を行わない場合と同等あるいはそれ以上の結果を得ることができると考え
る。 
 
7.4. 気象現象の考慮有無による地震データ 
7章 3節の検証において、伝搬異常と関連のある地震及び関連のない地震の震央分布を図
7.4に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 気象現象の”考慮なし”における解析地震の震央分布 
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(b) 気象現象の”考慮あり”における解析地震の震央分布 
図 7.4 気象現象の考慮有無における解析地震の震央分布 
 
図 7.4 より気象現象の考慮を行うことで、茨城県南部(図 7.4赤円内)で発生した伝搬異常と関
連のない地震が多く除去されたことが確認できる。またこの地域は高層気象台(館野)に近い。ゆえ
に、高層気象台(館野)等のデータから気象現象を考慮したことで、より信頼性の高い伝搬異常と地
震の関連性を得ることができたと考える。 
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7.5. 気象現象の考慮有無による伝搬異常と地震の時系列結果 
 7章 3節ではMolchan’s Error Diagramや各評価値から伝搬異常と地震の関連性につ
いて考察を行った。7章 5節では警報期間、地震発生時刻及び両者の併発状況を時系列で
まとめることで、別の視点から伝搬異常と地震の関連性について検証を行い考察した。また、
時系列結果を以下の図 7.5に示し、本稿の解析で用いた解析条件を以下に列記する(ただし気
象現象の考慮有無による比較の為、気象現象の考慮なしにおいて警報分率 10%となる閾値
の時系列結果を図の上段に、気象現象の考慮ありにおいて同様の閾値に対する時系列結果
を図の下段に示す)。 
 
●解析期間 
・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 
 ※3章における閾値選定日数を 20[days]とした為、実際の解析期間は()内となる。 
●放送波 
・82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
●送受信点 
・送信点 ： 東京スカイツリー(北緯 35度 42分 36秒 , 東経 139度 48分 38秒) 
・受信点 ： 群馬大学桐生キャンパス(北緯 36度 25分 26秒 , 東経 139度 20分 57秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・閾値(気象現象の考慮なし) ： 11900 (警報分率 ： 約 10%) 
・閾値(気象現象の考慮あり) ： 11900 (警報分率 ： 約 12%) 
・データ欠落時間 ： 3.0[hour] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
●地震パラメータ： 
・マグニチュード𝑀 ： 𝑀 ≥ 4.5 
・電波伝搬路から震央までの距離𝐿 ： 𝐿 ≤ 75[km] 
・震源までの深さ𝐷 ： 𝐷 ≤ 75[km] 
●ダクトパラメータ 
・逆転層中心高度 hc[m] ： 0[m]≦hc≦1000[m] 
・ダクト発生規模 s ： s≧700[m・MU] 
・近似直線 ： ∆𝑀 ± 2.0[MU] 
●強風パラメータ： 
・強風閾値 ： 5.0[m/s] 
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(a) 2012/01/01から 2013/12/31の解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 2014/01/01から 2015/12/31の解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 2016/01/01から 2017/12/31の解析結果 
図 7.5 伝搬異常と地震の時系列結果 
※上段：気象現象の考慮なし , 下段：気象現象の考慮あり 
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図 7.5 より伝搬異常の発生頻度は強風の多い冬季に低く、ラジオダクトの多い夏季に高くなると
考える。ゆえに冬季では地震予測が難しく、夏季では誤報(地震由来ではない伝搬異常)が頻発す
る。図 7.5の下段より気象現象の考慮を行うことで、予測が困難である地震や地震由来でない伝
搬異常を除去できたことが確認できる。よって、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連
性を探る上で気象現象の考慮を行うことは必要であると考える。 
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8. 地震予知システムの構築 
本研究室では群馬大学桐生キャンパス及び荒牧キャンパス、東海大学清水キャンパスの屋上に
設置したアンテナにより、見通し内 VHF帯放送波の受信電力を 24時間体制で計測している。そ
こで先行研究では観測している見通し内 VHF帯放送波をいくつか抜粋し、ウェーブレット変換を
用いてリアルタイムで解析をすることで伝搬異常を検出し、地震予測を行うためのシステム構築をし
ている。 
本稿 3章で記述した積分法を取り入れることで、年及び月毎の影響を考慮できる為、より正確な
地震予測が可能であると考える。ゆえに 8章では既存の地震予知システムに、本稿 3章で記述し
た積分法を導入し、運用開始日(2018/04/17)から 2018/12/31までの解析結果についてまとめ
る。また、抜粋した見通し内 VHF帯放送波の送信点と受信点(群馬大学桐生キャンパス)の位置
関係を図 8.1で、放送波名及び送信点を表 8.1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.1 伝搬路と送受信点の位置関係 
 
表 8.1 地震予知システムで使用する VHF帯放送波 
 
 
 
 
 
 
 
送信点 放送波　(Frequency)
東京タワー FM 東京　(80.0MHz)
Jwave　(81.3MHz)
NHK FM 東京　(82.5MHz)
三山 (千葉県) NHK FM 千葉　(80.7MHz)
平野原 (埼玉県) NHK FM 埼玉 (1)　(85.1MHz)
燕山 (茨城県) NHK FM 茨城　(83.2MHz)
東京スカイツリー
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構築した地震予知システムは、リアルタイムで観測している見通し内 VHF帯放送波のデータを
1時間おきに 3章で記述した積分法を用いて解析を行い、伝搬異常の検出時に登録ユーザへメ
ール配信を行うものである。また、地震予知システムで使用している放送波ごとの解析条件及び、
伝搬異常と地震の関連性解析結果について表 8.2に示す。 
 
表 8.2 地震予知システムによる解析結果 
(a) FM Tokyo(80.0MHz)による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 917.0[hour] 1586.8[hour]
警報分率 0.148 0.2553
地震と関連した総警報時間 56.83[hour] 403.5[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 2 5
予知率 0.167 0.417
適中率 0.0620 0.254
予知率と適中率の相乗平均 0.102 0.325
確率利得G p 1.13 1.63
 FM Tokyo (80.0MHz)
259[days]
4.0
75[km]
75[km]
地震総数
N eq
12
関連付け期間長
t per
1[days]
30[min]
20[days]
2[days]
5900
解析期間
(実質)
2018/04/17 ～ 2018/12/31
(2018/05/07 ～2018/12/31)
総解析日数
t all
1.0[hour]
閾値
th
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(b) Jwave (81.3MHz)による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 495.8[hour] 894.5[hour]
警報分率 0.0798 0.144
地震と関連した総警報時間 75.5[hour] 123.5[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 3 3
予知率 0.333 0.333
適中率 0.152 0.138
予知率と適中率の相乗平均 0.225 0.215
確率利得G p 4.18 2.32
Jwave (81.3MHz)
解析期間
(実質)
2018/04/17 ～ 2018/12/31
(2018/05/07 ～2018/12/31)
2.0[hour]
閾値
th
8100
総解析日数
t all
259[days]
地震総数
N eq
9
20[days]
60[min]
4.0
75[km]
50[km]
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
42 
 
(c) NHK FM Tokyo (82.5MHz)による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 647.9[hour] 1140.8[hour]
警報分率 0.104 0.184
地震と関連した総警報時間 93.1[hour] 189.0[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 3 3
予知率 0.333 0.333
適中率 0.144 0.166
予知率と適中率の相乗平均 0.219 0.235
確率利得G p 3.20 1.82
NHK FM Tokyo (82.5MHz)
解析期間
(実質)
2018/04/17 ～ 2018/12/31
(2018/05/07 ～2018/12/31)
2.0[hour]
閾値
th
12200
総解析日数
t all
259[days]
地震総数
N eq
9
20[days]
60[min]
4.0
75[km]
50[km]
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
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(d) NHK FM Chiba(80.7MHz)による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 248.2[hour] 464.2[hour]
警報分率 0.040 0.0747
地震と関連した総警報時間 0.0[hour] 55.5[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 0 2
予知率 0.000 0.286
適中率 0.0000 0.120
予知率と適中率の相乗平均 0.000 0.185
確率利得G p 0.00 3.83
総解析日数
t all
259[days]
地震総数
N eq
7
15[days]
80[min]
4.0
50[km]
50[km]
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
NHK FM Chiba (80.7MHz)
解析期間
(実質)
2018/04/17 ～ 2018/12/31
(2018/05/02 ～2018/12/31)
2.0[hour]
閾値
th
20800
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(e) NHK FM Saitama(85.1MHz)による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 450.7[hour] 817.0[hour]
警報分率 0.073 0.131
地震と関連した総警報時間 0.0[hour] 52.1[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 0 1
予知率 0.000 0.200
適中率 0.0000 0.064
予知率と適中率の相乗平均 0.000 0.113
確率利得G p 0.00 1.52
総解析日数
t all
259[days]
地震総数
N eq
5
20[days]
60[min]
4.0
75[km]
50[km]
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
NHK FM Saitama (85.1MHz)
解析期間
(実質)
2018/04/17 ～ 2018/12/31
(2018/05/02 ～2018/12/31)
2.0[hour]
閾値
th
15400
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(f) NHK FM Ibaraki(83.2MHz)による解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 8.2では、放送波ごとに最適な地震パラメータを算出しまとめている。その結果、東京スカイツ
リーを送信点とする Jwave(81.3MHz)及びNHK FM Tokyo(82.5MHz)における伝搬異常と地
震の関連性が高いと言える。具体的には、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤
50[km]の地震のうち約 33%を𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはラン
ダムに予測した場合と比較して 3～4倍程度よい結果である。以上より、3章の積分法を導入した
新たな地震予知システムの有用性を評価できたと考える。 
放送波
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 880.8[hour] 1417.7[hour]
警報分率 0.142 0.228
地震と関連した総警報時間 56.4[hour] 208.9[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 2 4
予知率 0.167 0.333
適中率 0.0640 0.147
予知率と適中率の相乗平均 0.103 0.222
確率利得G p 1.18 1.46
NHK FM Ibaraki (83.2MHz)
解析期間
(実質)
2018/04/17 ～ 2018/12/31
(2018/05/07 ～2018/12/31)
2.0[hour]
閾値
th
9800
総解析日数
t all
259[days]
地震総数
N eq
12
20[days]
60[min]
4.0
75[km]
75[km]
関連付け期間長
t per
1[days] 2[days]
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9. 結論 
本稿ではMolchan’s Error Diagramに基づき、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震と
の関連性について統計的検証を行った。解析期間内の平均受信電力を基準値とし、実測値と基
準値間の差を積分することで異常値を検出した。また、解析対象日前 x日間(x:任意)の解析デー
タの平均値から閾値を選定することで見通し内 VHF帯放送波の受信電力の年及び月別変動を
考慮し、伝搬異常判定を行った。その結果、Molchan’s Error Diagramにおいて 95%信頼区間
を超える予測が存在した(7章 1節参照)。ゆえに、その条件での予測は伝搬異常と地震の関連性
が極めて高いと考えられる。また表 7.1 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤
75[km]の地震のうち約 44%を𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはラン
ダムに予測した場合と比較して 1.8倍程度よい結果であることが分かった。さらに気象現象の影響
考慮を導入した解析結果(7章 2節参照)では、上記の結果と比較してより低い警報分率で 95%信
頼区間を超える条件が多く存在した。また表 7.2 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤
75[km]、𝐷 ≤ 75[km]の地震のうち約 38%を𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能で
あり、これはランダムに予測した場合と比較して 2.8倍程度よい結果であることが分かった。ゆえに
ラジオダクト及び強風による影響考慮を行うことで、より高い伝搬異常と地震の関連性を導くことが
できたと考える。 
気象現象の考慮有無における伝搬異常と地震の時系列解析結果(7章 5節参照)では、気象現
象の影響考慮を行うことで予測が困難である地震、あるいは地震由来でない伝搬異常を除去でき
たことが確認できた。ゆえに、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性を検証する上
で気象現象の影響考慮を行うことは必要であると考える。 
3章の積分法を導入した新たな地震予知システムでは、導入開始から 1年未満という短期間で
はあるが、東京スカイツリーを送信点とする Jwave(81.3MHz)及び NHK FM Tokyo(82.5MHz)
における伝搬異常と地震の関連性が高いことが確認できた。具体的には、解析期間中に発生した
𝑀 ≥ 4.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 50[km]の地震のうち約 33%を𝑡per = 1[days]の警報期間中に当て
ることが可能であり、これはランダムに予測した場合と比較して 3～4倍程度よい結果であった。ゆ
えに新たな地震予知システムの有用性を評価できたと言える。また、今後もリアルタイムで伝搬異
常と地震の関連性を検証することで、新たな発見に繋げることができれば良いと考える。 
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10. 今後の課題 
今後の課題として、新たな解析方法の導入が挙げられる。先行研究では 3σ法、ウェーブレット
変換、積分法などから伝搬異常と地震の関連性解析を試みているが、未だ最適な解析方法は見
つかっていない。そこで AIを導入することで、人間には識別困難である地震由来の伝搬異常を検
出し、より高い伝搬異常と地震の関連性を導けるのではないかと考える。また、本稿ではラジオダク
ト及び強風による影響考慮を行ったことでより高い伝搬異常と地震の関連性を導くことができた。ゆ
えに気象現象と伝搬異常、或いは気象現象と地震の関連性を突き詰めることが必要であると考え
る。 
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付録 
●電波観測システム 
 2章では、群馬大学桐生キャンパス及び荒牧キャンパスで稼動している電波観測システムの概要
について記述した。ここでは、一昨年設置を行った東海大学清水キャンパスで稼動している観測シ
ステムの概要について記述する。そこで、東海大学清水キャンパスで観測している VHF帯放送波
の一覧表を以下の表 9.1に示す。 
 
表 9.1 東海大学清水キャンパスで観測している VHF帯放送波の一覧表 
 
 
 
 
 
 
 
また、東海大学清水キャンパスで稼働中の観測システムは群馬大学荒牧キャンパスで使用して
いるものと同様であり、各地に存在する電波塔から送信される様々な VHF 帯放送波を、キャンパ
ス屋上にて設置したアンテナにより受信している(各送信点及び受信点の位置関係を以下の図 9.1
に示す)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.1 VHF帯放送波における各送信点及び受信点の位置関係 
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●伝搬異常と地震の関連性解析 
7 章で記載した伝搬異常と地震の関連性解析における地震パラメータは、𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤
75[km]、𝐷 ≤ 75[km]としていた。ここでは、地震の規模が大きいほど伝搬異常が発生しやすいの
ではないかという仮定のもと、地震パラメータを𝑀 ≥ 5.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]とし伝搬異常
と地震の関連性解析を行いその結果を表 9.1 及び図 9.2 で示す(ただし、気象現象の影響考慮を
行うことで解析対象とする地震が極端に減少してしまう為、今回は気象現象の影響考慮なしでの解
析結果のみを記載)。 
表 9.1 地震パラメータの変更に伴う解析結果(気象現象の影響考慮なし) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
放送波
気象現象考慮
積分区間
閾値選定日数
伝搬異常継続時間
マグニチュード
M
4.5 5.0
電波伝搬路から震央までの距離
L
震源の深さ
D
総警報時間 10742.9[hour] 12232.3[hour]
警報分率 0.251 0.284
地震と関連した総警報時間 855.7[hour] 575.3[hour]
伝搬異常と関連した地震総数 20 13
予知率 0.444 0.650
適中率 0.0794 0.0470
予知率と適中率の相乗平均 0.188 0.175
関連付け期間長
t per
閾値
th
7500
NHK FM Tokyo (82.5MHz)
なし
2.5[hour]
20[days]
60[min]
8000
75[km]
75[km]
1[days]
総解析日数
t all
地震総数
N eq
20
確率利得
G p
2.29
1792.2[days]
45
1.77
53 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) Molchan’s Error Diagram (𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) Molchan’s Error Diagram (𝑀 ≥ 5.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]) 
図 9.2 Molchan’s Error Diagram (気象現象考慮なし) 
 
 
 
